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独自のノウハウで高効率な炭酸ガス施用を実現

「コンチェルト」が司令塔となりハウス内環境を制御する

高さを利用したモスファームのトマトハウス

■オムニア・コンチェルト　■contact@omcon.co.jp

　農林業向けの環境制御盤を開発・製造販売する
オムニア・コンチェルトは、液化炭酸ガスによる局
所施用の普及拡大に取り組んでいる。環境にやさ
しくコスト低減にも繋がる同社の提案は、通年で大
量かつ安定した生産量を求められる農業事業者に
も数多く採用されてきた。
　その一例が、大手ハンバーガーチェーン・モス
フードサービスに出資されたトマト生産を担うモス

ファーム・サングレイスである。同社は静岡県、群
馬県の2ヶ所に農場を持ち、年間約470tのトマ
ト・ミニトマトを送り出している。
　完成品のハンバーガー同様、欠かせない食材で
あるトマトにも厳密な規格がある。スーパーマーケ
ットなどで一般に流通するトマトがMサイズ（1玉
140～190g）なのに対して、同社農場で育てるト
マトはバンズの直径に合わせて一回り大きいLサイ
ズ（同190～250g）。もちろん幅広い消費者に
受ける味も大切であり、品種も厳選されている。お
いしくてサイズに乱れのない大量のトマトを、1年
を通じ安定的に供給することを要求されるのだ。

　盤石な生産体制を維持するため、同社が
両農場に導入したのがオムニア・コンチェル
ト製の環境統合制御盤「コンチェルト」であ
る。同製品は温度や湿度、炭酸ガス濃度、
飽差、照度など、農作物の成長に影響する
要素を遠隔監視し、窓などの換気システム、
加温機、灌水ユニット、炭酸ガスボンベ系統
のバルブユニットなどを制御して、最適な環
境に保つ役割を果たす。
　炭酸ガスはコンプレッサーで発生した空
気を重畳させ、独自の制御を行いランニン

グコスト低減しつつ、施用
効果を上げている。特に
多孔質パイプで葉の裏に
局所施用する方法によ
り、ガス消費を適量にす
ることで、さらなるランニ
ングコストが抑えられる。
このほか、農場で灌水に
利用する地下水はトマト
に与えるにはややpHが
高いため、炭酸ガスを投

最適制御が収量安定に貢献
大手チェーン向けトマト生産を支える

オムニア・コンチェルト

入して最適な数値に調整している。「コンチェルト」
を活用してハウス内を理想的な環境に作り上げる
ことで、同社農場では制御盤導入以前に比べ農薬
や窒素肥料の使用量を低減できたという。
　オムニア・コンチェルトが提供する制御技術もさ
ることながら、ユーザー自身の試行錯誤も高い収
率の実現に寄与している。静岡農場では7月上旬
に苗を植え、9月から翌年6月にかけて収穫すると
いうスケジュール。寒冷な時期には日射量が減少
するため、LEDで補光する。このように気温に応じ
た細かな調整は、長年トマト生産に携わってきた現
場の従業員が主導して行っている。1.6haという
広大な農場において、誰がどのラインでいつ収穫
したのかといった作業記録はスキャナでQRコード
を読み込み、クラウドに保存、スマホなどWebで
確認できる仕組みになっている。
　両者が密に情報交換することで制御をアップデー
トし、効率的な生産体制を構築しているのだ。二
人三脚で最先端の農業を志向する両者の試みは
続く。

　日本液炭は農研機構と共同で、農研機構の特許
技術（特許第5322045）を用い、低圧炭酸ガスに
よってクリの害虫であるクリシギゾウムシを防除す
る新たな燻蒸技術を開発、2022年9月に農薬登
録の適用拡大を受けた。
　クリシギゾウムシはクリの果実に穴を開けて内部
に産卵し、ふ化した幼虫が果実内を食害する。外
観から被害果を見分けるのは困難で、そのまま出
荷されて問題となる例が時折発生するという。
　その殺虫処理には長年臭化メチルが適用されて
いたが、オゾン層破壊物質として日本では2005年
に原則使用禁止となった。以降主流となったヨウ
化メチルも、原料のヨウ素の需要が造影剤や液晶
用フィルムなど他用途で伸びていること、流通用の
容器が生産中止となり代替方法が確立していない
ことから、供給安定性が懸念されている。
　農研機構と日本液炭はかねてより臭化メチルに
代替する燻蒸方法として炭酸ガスを用いた技術開
発に取り組んでおり、
2007年には国内で初め
て農薬登録の適用拡大
を果たした。しかし、この
方法は「燻蒸中のガス圧
力2.5～3MPaを10～
30分間維持する」という
もので、高圧に耐えうる
専用の気密性容器を必
要とするため、導入コスト
がネックとなり本格的な
普及に至らなかった。

　国内の食添アルゴン販売の先駆け的存在の岡
谷酸素では、「当初は需要獲得に苦労したが、地道
な営業活動が奏功し、現在は7,000ℓ瓶を10本
／月コンスタントに売り上げている」という。
　ワイナリーを中心に販売数を伸ばす同社だが、
22年１月の酒税法改正で新たに添加が認められた
日本酒についても、地元長野県の老舗酒蔵と食添
アルゴンの有効性の検証に取り組んでいる。「酒
蔵でも興味は持たれるものの、具体的な効能や製
造過程での利用方法の未知な部分が導入へのネッ
クになっている。この共同検証で効果を示すデー
タとノウハウを確立することで、清酒業界での食添
アルゴン普及の足掛かりにしたい」。
　また、同社は食添アルゴンの普及活動も精力的
に行っている。昨年６月には山梨県ワイン酒造組
合が開催した勉強会に招待され、アルゴンの特性
について実演も交えて講演した。ほかにも、社内若
手メンバーを中心にPR用パンフレットを新たに作
成し、ワイナリーや酒蔵を中心に、自然食品や化粧
品といった幅広い分野で新規需要獲得をめざす。

　そこで両者は、1MPa未満で同等の効果を発揮
できる新たな技術を発案した。具体的には、クリを
入れた気 密 性 容 器 の 内 部を真 空 引きし、
-0.09MPaに減圧してから炭酸ガスを注入、圧力
を0.95MPaに調節し30分保持する。その後一旦
ガスを放出し、同じ工程を再度繰り返すというも
の。低圧化することで以前より容器の価格を低減
でき、燻蒸時間もヨウ化メチル（2～4時間）より短
くなる。
　日本液炭は1990年代に初めて炭酸ガスを農薬
登録した。最近では2012年に適用拡大を認めら
れたイチゴのナミハダニ向けの燻蒸設備がヒット商
品となり、北関東を中心に納入実績を積み重ねて
いる。農薬用の炭酸ガスは登録した工場で充填す
る必要があるが、同社は全国の工場を登録してお
り、供給面でも万全の体制を敷いている。
　折しも環境志向の時代、農薬に対しても人体や
環境へのやさしさが求められる風潮になっている。
同社では炭酸ガスの安全・調達安定性、そして長
年の実績を基盤に、クリ農家に向けて新たな燻蒸
技術をPRしていく方針だ。
 ■日本液炭　■03・6722・2251

クリの害虫を炭酸ガスで撃退
低圧下で行う新たな燻蒸技術考案

地元老舗酒蔵と清酒での
食添アルゴン効果を検証

日本液炭岡谷酸素

■岡谷酸素 ■0263・27・8800

山梨県ワイン酒造組合の勉強会にて
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▪�低圧炭酸ガス燻蒸の手順


